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研究成果の概要（和文）：従来の国際政治学では、パワーが大きくなればなるほどその国は武力の脅しを伴う強
制的な外交を使用しやすくなると考えられてきた。しかし、この考えは「強制外交」か「何もしない」かの単純
な二択を前提とする。本研究は「非強制的な外交」を既存の二択に加えた上でパワーと強制外交の関係を分析す
る。強制外交の使用によって他国からの信頼が損なわれる危険性があり、この評判の毀損を回避するために非強
制的な外交が使われ、そしてこの外交戦略の代替性は特に強大国が弱小国に対して強制外交を使用する確率を低
下させることをゲーム理論を使い示した。武力の脅し、経済援助、武器移転のデータを統計分析することでその
仮説の妥当性を確認した。

研究成果の概要（英文）：Conventional international politics has held that a state is more likely to 
use coercive diplomacy, which involves the threat to use force, as its power increases. However, 
this idea assumes that the state faces the choice between “coercive diplomacy” and “do nothing,”
 abstracting the possibility of noncoercive diplomacy, which does not involve coercive threats. This
 study used game theory to logically demonstrate that the use of coercive diplomacy can undermine 
trust of other countries, that non-coercive diplomacy can be used to avoid this reputational damage,
 and that this diplomatic substitution is expected to reduce the probability that a great power 
would use coercive diplomacy. Statistical analysis of data on the threat of force, economic aid, and
 arms transfers confirmed the validity of the hypothesis.

研究分野： 国際政治学

キーワード： 強制外交　非強制外交

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は外交に関する既存の考えを変えるだけでない。それは戦争の条件に関する学術的に重要な問い(なぜ非
対称的なパワー分布において戦争の確率が最小化されるのか)に対しても今までの考えとは異なる答えを提示す
る。また強大国による強制権力の使用をいかに抑制するかという社会的にも重要な問いにも答える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 国際政治学、特に軍事紛争研究において、国家のパワーは強制力、そしてそれに対抗する
抑止・防衛力の源泉として捉えられてきた（Waltz 1979; Mearsheimer 2001）。既存研究は、
この伝統的な『パワー＝強制力』モデルに従い、国家の相対的なパワーが増大すると当該国
家が武力の脅しを伴う強制外交を使用する確率は単調的に増加すると理論的・実証的に主
張する（Bueno de Mesquita, Morrow and Zorick 1997; Bennett and Stam 2000）。しか
し、この見解には問題がある。なぜなら、伝統的な紛争モデルは、パワーの大きさが強制外
交（ムチ）だけでなく非強制外交（アメ）の有効性にも影響を与える可能性を捨象している
からである。国家のパワーは、相手の行動をコントロールする能力としてしばしば定義され、
それは主に戦争遂行に必要な軍事的・経済的資源の大きさによって測定される（Singer, 
Bremer and Stuckey 1972）。したがって、強い国、すなわち軍事的・経済的資源を多くも
つ国は、相手国の行動を強制的にコントロールできるだけでなく、その資源を安全保障や経
済援助として他国に供与することで相手国の政策を非強制的な形で買収することもできる
はずである。伝統的な『パワー＝強制力』モデルの問題は、国家のパワーが非強制的な形で
使用される可能性、つまり他国から譲歩を引き出す手段としてパワーの源泉となる資源を
等価交換として与える可能性を予め排除する点にある。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究は、パワーに内在する強制的・非強制的な側面を同時に考慮した外交理論を構築し、
相対的なパワーの大きさが強制外交および非強制外交の選択にどう影響を与えるかを計量
的なデータを使って実証することを目的とする。 
 
 
３．研究の方法 
 [理論分析] ２つのステージから構成されるゲーム・モデルを使って外交戦略の選択を理
論的に分析する。第１ステージは２国間の外交交渉をモデル化する(図１参照)。ある国(𝑆!)
は別のある国(𝑆")の行動に影響を与えたいと考えている(例えば𝑆"の政策変更)。もしその外
交要求をする場合、要求国𝑆!は自分の欲する物と引き換えにどれだけのサイドペイメント
(補償)を相手国𝑆"に与えるか提案する。𝑆"はその提案を受け入れるか拒否するか選択する。
もし𝑆"が拒否した場合、𝑆!は自分の欲する物を得るために武力を行使するか決定する。𝑆!の
提案するサイドペイメントが𝑆"の損失利益を上回るほど大きい場合、𝑆"がその提案を受け入
れれば𝑆"は現状と比べてより多くの利益を得ることになる。一方、𝑆!の提案する補償が𝑆"の
損失利益を下回る場合、𝑆"は自発的にそのような提案に合意することはなく強制が必要とな
る。そのため、前者のような外交要求を非強制外交または互恵外交、後者のような外交要求
を強制外交と定義する。 
 
 

 
図 1 

 

  

第２ステージは第１ステージの結果を観察した他の国々、つまり国際的な観衆国𝐴"⋯𝐴#が
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第１ステージでの要求国𝑆!と協調するかどうかそれぞれ独自に決定する(図２・表１参照)。

観衆国は𝑆!が協調のパートナーとして信頼できるタイプか信頼できないタイプか事前に分

からず、第１ステージの結果からそのタイプを類推しようと試みる。 

 

 

 
図 2 

 

 

 
表 1 

 

 
 本研究は上述した２ステージ・モデルにおいて次のような完全ベイジアン均衡が存在す
ることを示す。(現在の国際システムのように)観衆国の数がある程度多い場合、互恵的に自
分の欲する物を得られるほど多くの物質的資源(サイドペイメントの源泉)を持つ国が強制
外交を選択すると他の国々から協調のパートナーとしての信頼を失うおそれがあり、この
評判の毀損を避けるため、強制外交で目的を達成できるのにもかかわらずそのような強大
国は強制権力の行使を自制して互恵外交を選択する、という均衡がそれである(図３参照)。 
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図 3 

 

 
 [実証分析] 上記均衡解は、(1) 強大国は弱小国に対して物質的な利益を提供することで
その行動に影響を及ぼすこと、そしてその結果(2)国家の相対的なパワーが増大すると当該
国家が強制外交を使用する確率は必ずしも単調的に増加せず、むしろ逆 U 字型の非単調関
係になることを示唆する。本研究は(1)を検証するために二つの主要な物質的利益の供与―
経済援助(AidData)と武器輸出(SIPRI	Arms	Transfer)―に関するデータを使用する。図４で示
されるように、国家の相対的なパワーが増大するにつれて互恵的な形で影響力を行使する
確率も高まっていくことが分かる。さらに(2)を検証するために強制外交に関する二つの主
要なデータセット―Militarized	 Interstate	 Dispute	 (MID)と Militarized	 Compellent	 Threat	
(MCT)―を使う。図５で明らかなように、相対的なパワーと強制外交の確率は逆 U字型であ
る―つまり既存の知見とは異なり強大国は弱小国に対して強制権力を使用することはほぼ
ない―ことが分かる。	
 
 

 
図 4 
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図５ 

 

 
４．研究成果 
 強制外交の使用によって他国からの信頼が損なわれる危険性があること、この評判の毀
損を回避するために非強制的な外交が使われる可能性があること、そしてこの外交戦略の
代替性は特に強大国が弱小国に対して強制外交を使用する確率を低下させることをそれぞ
れゲーム理論を使い理論的に示した。また武力の脅し、経済援助、武器移転のデータを統計
分析することでその仮説の妥当性を確認した。本研究は外交に関する既存の考えを変える
だけではない。それは戦争の条件に関する学術的な問い(なぜ非対称的なパワー分布におい
て戦争の確率が最小化されるのか)についても今まで考えられてきたメカニズムとは異な
る答えを提示する。 
 本研究が明らかにしたパワーと強制外交の非単調的な関係は、自国のパワーの増大が自

国の安全保障レベルを逆に低下させてしまう可能性を示唆する。例えば、A 国のパワーがあ

る域値以上に大きい場合、そのさらなるパワーの増加は非強制外交による代替効果によっ

て B 国に対する強制外交の確率を減少させるが、これは言い換えると、B 国のパワーがあ

る域値以下に小さい場合、そのさらなるパワーの減少は A 国による強制外交の確率を減少

させる一方、その相対的なパワーの増大は A 国による強制外交の確率を増大させてしまい

逆に B 国自身の安全を脅かしてしまうことを意味する。本研究を通して明らかにされるこ

の『弱国にとっての安全保障のジレンマ』は、安全保障の向上を図る手段としてパワーの追

求を提言してきた伝統的な安全保障理論への異議申し立てとなると考えられる。 
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